
1 

士別市統合型・公開型 GIS 導入業務に係る公募型プロポーザル実施要領 
 

士別市統合型・公開型 GIS 導入業務の内容並びに同業務に係る公募型プロポーザルの各種手続、
要件及び審査等の内容については、次のとおりとする。 
 
第１ 目的 

この実施要領は、士別市統合型・公開型 GIS 導入業務の受託候補者を、公募型プロポーザル方式
により選定する場合の手続について、必要な事項を定めることを目的とする。 
 
第２ 業務概要 

１ 業務名 士別市統合型・公開型 GIS 導入業務 
２ 業務内容 

別紙、士別市統合型・公開型 GIS 導入業務仕様書（以下「仕様書」という。）に基づき、統
合型・公開型 GIS を導入する。 

３ 履行期間 
契約締結日から令和10年３月31日までとする。なお、令和10年度以降のシステム運用及び保

守については、利用システムの変更や予算が確保できないなどの事情がない限り、年度ごとの
契約更新により継続的な業務委託を実施することを予定している。 

４ 予算概要等 
この業務に係る予算は33,990,000円（消費税及び地方消費税の額を含む。）となっていること

から、業務委託料の積算にあっては、予算の範囲内とすること。また、令和９年度のシステム
仮運用期間におけるシステム利用に係る費用並びに令和10年度以降のシステム利用に係る費
用及びデータ更新に係る費用（更新対象データとその更新頻度等は仕様書別紙３及び４の※の
とおり）については、本業務とは別に契約を締結する予定であるが、本業務と密接不可分であ
ることから、令和９年度のシステム仮運用期間に要する費用及び令和10年４月１日から令和15
年３月31日までの５年間に要する費用についても本件プロポーザルの構成に含めて審査する。 

 
第３ 契約担当部署 

〒095-8686 士別市東６条４丁目１番地 
士別市総務部総務課 DX 推進係 
電話 0165-26-7707 
e-mail sohmuka@city.shibetsu.lg.jp 

 
第４ 参加資格要件 

公募型プロポーザルに参加を希望する者（以下「参加希望者」という。）は、次のすべての要件
を満たしていること。 
（1）士別市物品・役務等の競争入札参加資格を有していること。ただし、本プロポーザルの参加

申込と併せて、入札参加資格申請を行った者を除く。なお、申請後に入札参加資格を認めな
いと判断したものは参加できない。 

（2）地方自治法施行令第 167 条の４の規定に該当しない者であること。 
（3）公募の日から参加表明書提出日までのいずれの日においても、士別市競争入札参加資格者

指名停止基準に関する要綱に基づく指名停止を受けていない者であること。 
（4）会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）に基づく更生手続開始の申立て及び民事再生法（平

成 11 年法律第 225 号）に基づく再生手続開始の申立てがなされているものについては、手
続開始後の士別市競争入札参加資格の再審査結果を本公募日時点で有していること。 

（5）提案期間から事業者決定の日までに、本市から指名停止の措置を受けていない者 
（6）本プロポーザルに参加しようとする者との間に、次の基準のいずれかに該当する関係がな

いこと。 
①資本関係 

次のいずれかに該当する２者の場合。ただし、子会社（会社法（平成 17 年法律第 86 号）
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第２条第３号の規定による子会社をいう。以下同じ。）又は子会社の一方が更生会社（平成
14 年法律第 154 号）第２条第７項に規定する更生会社又は民事再生法第２条第４号に規
定する再生手続が存続中の会社（以下「更生会社等」という。）である場合を除く。 
(a) 親会社（会社法第２条第４号の規定による親会社をいう。以下同じ。）と子会社の関

係にある場合 
(b) 親会社を同じくする子会社同士の関係にある場合 

②人的関係 
次のいずれかに該当する２者の場合。ただし、(a)については、会社の一方が更生会社等

である場合を除く。 
(a) 一方の会社の取締役等が、他方の会社の取締役等を兼ねている場合 
(b) 一方の会社の取締役等が、他方の会社の会社更生法第 67 条第１項又は民事再生法第

64 条第２項の規定により選任された管財人を兼ねている場合 
③その他入札の適正さが阻害されると認められる場合 

上記の①又は②と同視しうる資本関係又は人的関係があると認められる場合 
（7）一般財団法人日本情報経済社会推進協会のプライバシーマーク又は ISMS を取得している 
  者 

（8）同種の事業に対し、契約不履行行為等不法行為をしていない者 
（9）国税及び地方税を完納している者 

 
第５ 参加表明手続 

１ 参加表明書の提出 
参加希望者は、次のとおり参加表明書及び資料（以下「参加表明書等」という。）を提出しな

ければならない。なお、期限までに参加表明書等を提出しない者又は参加資格要件に該当しな
いと認められた者は、このプロポーザルに参加することができない。 
（1）提出書類 

ア 参加表明書（様式１） 
イ 必要に応じ入札参加資格申請書類（様式２及び指定書類） 

（2）提出期限 令和８年 10 月 30 日（金）午後５時 
（3）提出場所 第３に同じ。 
（4）提出方法 電子メールで提出し、電話連絡等で担当者に到着確認を行うこと。 

２ 参加資格の確認等 
（1）参加資格要件の確認及び企画提案書提出要請 

第４に定める参加資格要件に該当するか確認を行い、令和８年 11 月 10 日（火）までに
次に掲げる事項を記載した確認結果通知書を通知する。併せて参加資格要件を有する者に、
企画提案書の提出を要請する。 
ア 参加資格を有すると認めた者にあっては、参加資格がある旨及び企画提案書の提出を

要請する旨 
イ 参加資格を有しないと認めた者にあっては、参加資格がない旨及びその理由並びに所

定の期限までに理由について説明を求めることができる旨 
（2）参加資格を有しないと認めた者は、その理由について、次のとおり書面（様式は任意）に

より市長に対し説明を求めることができる。 
ア 提出期限 令和８年 11 月 17 日（火）までの休日を除く、午前９時から午後５時まで 
イ 提出場所 第３に同じ 
ウ 提出方法 電子メールで提出し、電話連絡等で担当者に到着確認を行うこと。 

（3）市長は、（2）の説明を求められたときは、令和８年 11 月 26 日（木）までに説明を求め
た者に対し理由説明書を通知する。 

 
第６ 企画提案書作成要領 

企画提案書の提出を要請された者（以下「企画提案者」という。）は、次に定めるところによ
り企画提案書を作成し、提出するものとする。 
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１ 提案内容 
企画提案は、次の表に掲げる事項について提案すること。 

 
 ２ 企画提案書の書式 

企画提案の提出は、企画提案書（様式３）に次の書類を添付して（以下「企画提案書等」と
いう。）行うこと。 
（1）企画提案書別紙（Ａ４、70 ページ以内で、目次とページ番号を付すること。） 
（2）業務に係る事業費積算内訳 
（3）士別市統合型・公開型 GIS 機能要件対応可否回答書（様式４） 
（4）その他必要な書類 

３ 記入上の注意事項 
   業務に係る事業費積算内訳は、令和 10 年３月 31 日までのシステム導入に係る提案額と令和

９年度のシステム仮運用期間におけるシステム利用に係る費用と令和 10 年４月１日から令和
15 年３月 31 日までのシステム利用に係る費用及びデータ更新に係る費用をそれぞれ区分して
提示すること。なお、積算の内訳を項目ごとに記載すること。 

４ 提出方法等 
（1）提出期限 令和８年 11 月 20 日（金）午後５時 
（2）提出場所 第３に同じ。 
（3）提出方法 電子メールで提出し、電話連絡等で担当者に到着確認を行うこと。 

５ 企画提案書等の著作権等の取扱い 
（1）企画提案書等の著作権は、当該企画提案書等を作成した者に帰属するものとする。 
（2）市は、プロポーザル方式の手続及びこれに係る事務処理において必要があるときは、提出

された企画提案書等の全部又は一部の複製等をすることができるものとする。 
（3）市は、企画提案者から提出された企画提案書等について、士別市情報公開条例（平成 17

 項目 説明内容
 

１．実施方針 ・業務目的を踏まえ、企画提案の実施方針について説明するこ
と。

 

２．導入実績
・過去５年間における、提案パッケージの導入実績（自治体名、

自治体規模及び導入年度等）を説明すること（ただし、稼働終
了したものを除く。）。

 

３．スケジュール及び 
実施体制

・仮運用期間を含む運用開始期日までの各スケジュールを記載 
 し、その中で企画提案者と本市との役割分担を明確に説明す 
 ること。 
・企画提案を遂行する業務実施体制について説明すること。

 
４．システム概要及び機能 ・統合型 GIS 及び公開型 GIS、それぞれのシステムの概要及び機

能について、説明すること。
 

５．システム構成

・システムの構成について図を用いて説明すること（市側のネ
ットワークとの接続に関することを含む。）。 

・１日の稼働時間、年間の稼働時間及び定期メンテナンス時間 
 等について説明すること。

 ６．セキュリティ対策 ・システムのセキュリティ対策について説明すること。
 ７．搭載データ作成及び 

既存データ移行
・搭載データ作成及び既存データ移行に関するデータ整備作業

について説明すること。
 

８．導入支援及び保守・ 
運用サポート

・職員への研修や支援体制について説明すること。 
・サポート体制について説明すること。 
・障害発生時の対応について説明すること。

 

９．独自提案

・上記１～８で説明した内容以外で、予算の範囲内で実現可能
な独自の提案等があれば説明すること。（追加提案に係る費
用は、上記１～８に係る提案費用と分けて事業費積算内訳に
記載すること。）
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年条例第 24 号）の規定に基づき対応するものとする。 
 

第７ 質疑応答等 
（1）参加表明書及び企画提案書等の作成について質問がある場合においては、次のとおり質

疑応答書により提出すること。 
ア 提出書類 質疑応答書（様式５） 
イ 提出期間 令和８年 10 月 23 日（金）までの休日を除く、午前９時から午後５時まで 
ウ 提出場所 第３に同じ 
エ 提出方法 電子メールで提出し、電話連絡等で担当者に到着確認を行うこと。 

（2）（1）の質疑応答書は、質問者及び回答日において参加表明書を提出している者全てに対
し、電子メールにより回答するものとする。また、併せて、士別市ホームページ上に当該
回答内容を公表する。 

 
第８ 失格事項 

次のいずれかに該当した者は、その者を失格とする。 
（1）参加資格要件を満たしていない場合 
（2）提出書類に虚偽の記載があった場合 
（3）実施要領等で示された、提出期日、提出場所、提出方法、書類作成上の留意事項等の条件に

適合しない書類の提出があった場合 
（4）選定結果に影響を与えるような不誠実な行為を行った場合 

 
第９ 企画提案の審査方法及び評価基準 

１ 選定委員会の設置 
企画提案の審査、評価及び特定を行うため、士別市統合型・公開型 GIS 導入業務委託プロポ

ーザル選定委員会（以下「選定委員会」という。）を設置する。 
２ プレゼンテーション等の実施 

選定委員会において、提案内容をより理解するため、企画提案書等に係るプレゼンテーショ
ン及びヒアリング（以下「プレゼンテーション等」という。）を次のとおり行う。なお、企画提
案者が６者以上の場合は、企画提案書等の審査を事前に行い、選定委員会において選定された
者についてのみプレゼンテーション等を行う。 

（1）実施方法 
ア １者ずつの呼び込み方式とし、１者の持ち時間は説明 45 分、質疑 10 分の計 55 分とす

る。 
イ 企画提案書等以外の追加資料の配付は禁止とするが、提出された企画提案書等と同一の

図案や写真を用いた説明用パネル等の使用は可能とする。なお、本市において、プレゼン
テーション等会場にモニター及びケーブル（電源タップ、HDMI ケーブル及び HDMI・
USB-C 変換アダプタ）を用意するものとする。 

ウ Zoom 等のオンライン会議サービスを活用したリモート方式によるプレゼンテーション
等の実施を認める。 

エ プレゼンテーション等の説明者は、補助者を含めて４人までとする。 
オ 欠席をした場合は、企画提案書等の審査、評価及び特定から除外する。 

（2）実施日時及び場所 
第５で示した、企画提案書提出要請時に併せて通知する。なお、プレゼンテーション等を

行う者を選定した場合には、別途、実施日時、実施場所及び選定結果を通知する。 
３ 審査項目及び評価基準 

企画提案書等及びプレゼンテーション等により、次の審査項目について、別紙で示す評価基
準に基づき審査及び評価を行う。 

（1）全体評価 
（2）提案項目①統合型 GIS に係るシステムの機能に関する評価 
（3）提案項目②公開型 GIS に係るシステムの機能に関する評価 
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（4）提案項目③セキュリティ及びサポート体制に関する評価 
（5）業務実施体制に関する評価 
（6）業務実績に関する評価 
（7）価格に関する評価 
４ 受託候補者の特定 

   選定委員会において、３の審査及び評価により、最も高い点数を得た事業者を本業務の受託
候補者として特定する。 

５ 審査結果の通知 
（1）受託候補者を特定したときは、速やかに企画提案者全者に対し、次の事項を通知するものと

する。 
ア 受託候補者 
イ 評価点数 
ウ 受託候補者にあっては、今後の契約手続の旨 
エ 受託候補者とならなかった者にあっては、所定の期限までにその理由について説明を求

めることができる旨 
（2）受託候補者とならなかった者は、その理由について、次のとおり書面（様式は任意）により

市長に対し説明を求めることができる。 
ア 提出期限 （1）の通知があった日から起算し７日を経過する日の午後５時 
イ 提出場所 第３に同じ 
ウ 提出方法 電子メールで提出し、電話連絡等で担当者に到着確認を行うこと。 

（3）市長は、（2）の説明を求められたときは、書面を受け取った日から起算して 10 日以内に説
明を求めた者に対し理由説明書を通知する。 

 ６ 審査結果の公表 
受託候補者を特定したときは、次の事項を公表するものとする。 

 （1）受託候補者 
 （2）受託候補者の特定理由 
  
第 10 契約に関する基本事項 

１ 契約の締結 
受託候補者と当該業務について協議を行い、内容について合意の上、当該業務仕様書を作成

するものとし、その仕様書に基づく見積書を徴取し随意契約の方法により契約を締結する。 
２ 契約保証金 

要する。ただし、士別市契約事務に関する規則第 28 条の規定に該当する場合は免除する。 
３ 契約書作成の要否 

要する。 
４ 支払条件 

契約期間終了後、一括払いとする。 
 
第 11 その他 

１ 手続において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 
２ 参加表明及び企画提案に係る書類作成及び提出、プレゼンテーション参加等に要する一切の

経費は、企画提案者の負担とする。 
３ 提出された書類は返還しない。 
４ 企画提案者は、１つの提案しか行うことができない。 
５ 提案に関する提出書類の変更、差し替え又は再提出は認めない。ただし、本市が認めた場合

はこの限りではない。 
６ 提出された書類は、提出した者に無断で本プロポーザル以外の用に使用しない。 
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第 12 スケジュール 
本プロポーザルの実施スケジュールは、次のとおりとする。 

 
第 13 士別市入札参加資格審査申請 

士別市入札参加資格名簿に登録されてない者は、令和８年 10 月 30 日（金）午後５時までに、次
のとおり入札参加資格審査申請を行い、資格があると認められるときは本プロポーザルに参加する
ことがきる。 

（1）提出書類 
ア 役務等競争入札参加資格審査申請書（様式２） 
イ 現在事項全部証明書又は履歴事項全部証明書（写し可） 
ウ 許認可等に関する証書の謄本（写し可・提出は必要に応じて） 
エ 市税等の滞納がないことの誓約書兼納税状況確認同意書（様式６） 
オ 本社所在地の市区町村税の滞納がないことの証明（本社の所在地が士別市にある場合を

除く。発行から３か月以内のものに限る。） 
カ 国税の滞納がないことの証明（発行から３か月以内のものに限る。） 
キ 委任状（本社以外の支店（営業所等）で入札参加及び契約等を行う者は提出が必要。）（様

式７） 
ク 暴力団排除に関する誓約書（様式８） 
ケ 財務諸表（申請日直近における決算に係る貸借対照表及び損益計算書） 

（2）提出方法 参加表明書と併せて、電子メールで提出すること。 
 

 内容 実施期間又は期日
 参加表明書の提出期限 令和８年10月30日（金）午後５時
 参加資格要件確認結果通知及び 

企画提案書提出要請 令和８年11月10日（火）

 企画提案書等の提出期限 令和８年11月20日（金）午後５時
 プレゼンテーション等 令和８年11月25日（水）
 企画提案書等審査結果の通知 令和８年12月上旬
 契約締結 令和８年12月下旬


